
1 は じ め に
近年，わが国におけるカンピロバクター食中毒は増

加傾向にあり，2003年の食中毒事件数は491件と第 2

位のサルモネラ350件を大きく上回っている 1 ）。カン

ピロバクターは家畜や家禽の腸管内に広く分布してい

ることから，と畜場や食鳥処理場の解体工程で食肉を

汚染することがあり，これが食中毒発生の要因になる

と指摘されている。1982年，本県で鶏肉を原因とする

集団食中毒が報告されて以来 2 ），国内で鶏肉を原因と

する食中毒が数多く報告されてきた。一方，原因食品

となる多くの食肉，特に鶏肉では高率に汚染されてい

ることが報告されている 3 ）～ 6 ）。2003年，本県におい

て，牛レバーが原因食品と推定された本菌による食中

毒事例が数件発生したことから 7 ），カンピロバクター

食中毒予防のために，県内で流通する牛レバーを含め

た市販食肉汚染実態を把握することが重要と考えられ

た。そこでカンピロバクターの汚染状況を市販食肉と

牛レバーの汚染源と推定されている 8 ）牛胆汁につい

て実施した。カンピロバクターの検出は，通常検査対

象をホモジナイズした直接分離法あるいは増菌分離法

が用いられる。我々は，簡易定性検査法として食肉包

装パック内に浸出した液（浸出液）を利用して菌の検

出が可能であるかについても検討した。一方，カンピ

ロバクター食中毒ではその発症菌量が少ないことが指

摘されている 9 ）。このことから，流通過程で食肉中の

菌の増減を把握することが重要であると思われた。そ

こで，食肉等の低温保存における菌の生残性を，4℃

および－20℃で消長実験として行ったので報告する。

2 材　　　　料
2.1 供試検体

2004年 6月から2005年 1月に，県内で購入した市販

食肉 22検体（内訳：鶏肉11検体，豚肉 6検体，牛肉

5検体），内臓20検体（内訳：鶏レバー11検体，豚レ

バー 5検体，牛レバー 4検体），食肉包装パック内に

浸み出した液（浸出液）32検体（内訳：鶏肉由来22検

体，鶏レバー由来10検体）およびと畜場から分与され

た牛胆汁30検体，計104検体を供試検体とした。

2.2 培地

カンピロバクターの菌分離にはCCDA培地（OXOID）

を，増菌用としてプレストンカンピロバクター選択増菌

培地（OXOID：Preston）およびボルトン選択増菌培地

（OXOID：Bolton）を用いた。

2.3 消長試験用菌

本実験には鶏肉由来のCampylobacter jejuni（C. jejuni）

Cp40株を用いた。

3 方　　　　法
3.1 試料の調整

食肉やレバーは25gを秤量し，Preston培地100mlを加
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2004年 6月から2005年 1月まで，県内市販食肉42検体，と畜場の牛胆汁30検体，計72検体についてカンピロバ

クターの検出を試みたところ，23検体（31.9％）から菌を検出した。また，簡易定性検査法として実施した食肉

包装パック内の浸出液32検体中 9検体（28.1％）から菌を検出した。検体中のカンピロバクター菌数は食肉等で

は800cfu／g以下であったが，牛胆汁は103～106 cfu／gと高い汚染であった。分離された菌株の血清型別は主に B

および D群が多く検出され，また薬剤感受性試験は26菌株のうち 3菌株がニューキノロン系薬剤に耐性を示した。

豚レバーを用いたカンピロバクターの保存温度別の菌消長実験の結果，4℃，－20℃いずれの温度でも減少率が

小さいことが確認された。
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え約 1分間ホモジナイズした 5倍乳剤を試料とした。

簡易定性検査法として，食肉包装パック内の浸出液あ

るいはパック内の浸出液の浸み込んだ敷紙を検査対象

とし，これらをbolton培地に添加・浸漬して培養した。

牛胆汁は25mlを無菌的に採取しPreston培地225mlを加

え，10倍希釈液としこれを試料とした。

3.2 カンピロバクターの分離

鶏肉等からのカンピロバクター検出は，CCDA培地

を用い直接平板塗抹法による定量法で行った。すなわ

ち，各検体は10倍階段希釈により調整し，これを

CCDA 2 枚に0.1ml滴下しコンラージ棒で塗抹した。

42℃48時間微好気（N2：85％，CO2：10％，O2：5％）

培養後，平板培地上の集落を常法 9 ）および PCR法10）

を用いた特異遺伝子の確認によりC. jejuni，C. coliを同

定し，集落数を求め，2枚の平均値から 1 g当たりの

菌数（cfu/g）を算定した。

3.3 血清型別

分離したC. jejuniは市販のカンピロバクター免疫血清

（デンカ生研）を用いてPennerの血清型別試験を行った。

3.4 薬剤感受性試験

薬剤感受性試験は，ドライプレート（栄研化学）を

用い微量液体希釈法で実施した。それぞれの被検菌を

ミューラーヒントン培地に37℃48時間微好気培養後，

希釈しマクファーランド 1に調整し17薬剤ABPC（アン

ピシリン），PIPC（ピペラシリン），CEZ（セファゾリン），

CTM（セフォチアム），CCL（セファクロル），FMOX

（フロモキセフ），CPDX（セフポドキシム），AZT（ア

ズトレオナム），IPM（イミペネム），MEPM（メロペ

ネム），GM（ゲンタマイシン），AMK（アミカシン），

MINO（ミノサイクリン），FOM（ホスホマイシン），

LVFX・ST（レボフロキサシン・スルファメトキサゾー

ルトリメトプリム）に対する感受性試験を実施した。

3.5 カンピロバクターの低温保存での消長実験

C. jejuniCp40株をPreston培地で24時間微好気培養し，

これをPBSで希釈し，最終濃度が10 2／g・ml（実験 A

とする）と103／g・ml（実験 Bとする）の 2濃度に調

整した。それぞれの菌液を PBSおよびカンピロバク

ター陰性の豚レバー乳剤に添加し，これを50ml容量

のファルコンチューブ各 6 本に分注し 4 ℃および－

20℃の各温度に保存した。保存後 1日，3日，5日，7

日および14日目に菌数を測定した。すなわち上述の 5

倍乳剤を空の試験管 3本に分注し，さらに乳剤の 1 ml，

0.1ml，必要に応じて0.01mlを10mlのPreston培地 3本ず

つに接種したMPN 3本法を行った。各濃度のMPN管

は42℃24時間微好気培養した後，各管から 1白金耳を

CCDA培地に塗抹し，42℃48時間微好気培養した。培

地上の集落を常法および PCR法でカンピロバクターと

同定し，試験管のカンピロバクター陽性本数を最確数

表にあてはめ，MPN値を求めた。

4 結　　　　果
4.1 食肉の検出状況

表 1に食肉等からのカンピロバクターの検出状況を

示した。調査した食肉のうち鶏肉11検体中 6 検体

（54.5％），鶏レバー11検体中10検体（91.0％），牛レバー

4検体中 1検体（25.0％）からC. jejuniが検出されたが，

豚肉，牛肉，豚レバーからは菌が検出されなかった。

なお，結果は示していないが，ムネ，モモ，ササミ等の

鶏肉の部位別検出率に差はなかった。牛胆汁30検体中

6検体（20.0％）からC. jejuniが検出され，1検体（3.3％）

からは同時にC. coliが検出された。

4.2 食肉のカンピロバクター菌数

直接塗抹法によるカンピロバクターの定量検査の結

果を示した（表 2 ）。鶏肉では 1検体から50cfu／gが

検出されたが残りの 5検体は 50cfu／g未満であった。

鶏レバーでは50cfu／gが 1検体，102オーダーが 7検

体検出された。それ以外の 2検体は 50cfu／g未満で

あった。牛レバーも50cfu／g未満であったが，牛胆汁

検体からの検出菌量は 103オーダーが 1検体，104オー

ダーが 1検体，105オーダーが 3検体，10 6オーダーが 1

検体であった。

4.3 鶏肉包装の浸出液からの検出

簡易定性検査法として，浸出液を bolton培地で増菌

培養し，菌検出を行った。その結果，鶏肉22検体中 6

表 1 食肉等からのカンピロバクター検出状況

＊同一検体から C. jejuni, C.coliを分離した。

表 2 カンピロバクター生菌数（直接法）

検体名 検体数
陽性検体数

検出率（％）
C.jejuni C.coli

鶏　　肉 11 6 0 54.5

豚　　肉 6 0 0 0

牛　　肉 5 0 0 0

鶏レバー 11 10 0 91.0

豚レバー 5 0 0 0

牛レバー 4 1 0 25

牛 胆 汁 30 6 1* 20

計 72 23 1 31.9

菌数（cfu/g・ ml）

検体名 陽性数 <50 50～ 100 102 103 104 105 106

鶏　　肉 6 5 1

鶏レバー 10 2 1 7

牛レバー 1 1

牛胆汁 6 1 1 3 1

計 23 8 2 7 1 1 3 1



検体（27.3％），鶏レバー10検体中 3検体（30.0％），

計 9検体（28.1％）からC. jejuniが検出された（表 3）。

4.4 血清型別

鶏肉由来14菌株，鶏レバー由来35菌株，牛レバー由

来 2 菌株および牛胆汁由来18菌株合計69菌株を分離

し，これらについてPenner型別法による血清型別試験

を行った。その結果，B，D群が各10菌株（各14.5％）

と最も多く，Y群が 4菌株（5.8％），I，N，O群が各

3菌株（4.3％），Z6群が 2菌株（2.9％），A，C，L，R，

Z4，Z5，D・S混合，L・S混合，R・Z混合群が各 1菌

株（1 . 4％）ずつであったが，2 5菌株は型別不能

（UT：36.2％）であった（図 1）。鶏肉や鶏レバー由

来の49株はBとD群が計18菌株（34.7％）であった。牛

胆汁では18菌株中 B群が 2菌株（11.1％），型別不能

が13菌株（72.2％）であった。

4.5 薬剤感受性試験

分離菌26株について17種の薬剤に対する感受性試験

を実施した結果，鶏肉，鶏レバー，牛胆汁各 1菌株計

3菌株からニューキノロン系薬剤 LVFXに耐性を示した。

4.6 カンピロバクターの低温保存における消長実験

実験 A：菌をPBSに添加して 4℃に保存した場合で

は 7 日目まで徐々に減少し，14日目では検出されな

かった。－20℃保存では，1日目から菌は検出されな

かった。一方，豚レバー乳剤における菌の消長は 4℃

保存で 7日目まで10～102オーダーの菌量が検出され

た。－20℃保存では 1日目で10オーダーとなったが，

5日目まで菌量が維持された。14日目ではいずれの検

体からも菌は検出されなかった（図 2）。

実験 B：PBSに菌を添加し，4℃あるいは－20℃で

保存した場合の菌の減少は実験 Aと同じ挙動を示し

た。一方，豚レバー乳剤の 4℃，－20℃保存とも 7日目

まで102～103オーダーで実験 Aと同じ減少傾向であった

が，14日目でも102～103オーダーが検出された（図 3）。

5 考　　　　察
近年，カンピロバクターによる食中毒が全国的に多

発し食中毒発生件数の30％以上を占めている。カンピ

ロバクター食中毒の原因食品は主に鶏肉とされている

が，牛レバーが原因の事例も多い。国内外の研究者に

よると鶏肉等からのカンピロバクター検出率は40％以

上，牛レバーからは10％以上であるとされている3）～ 6）。

今回実施した市販鶏肉におけるカンピロバクター汚染

実態調査の結果，菌検出率は鶏肉で54.5％，鶏レバー

91.0％，牛レバー25.0％と，本県においても市販食肉

がカンピロバクターに汚染されていること，また，肉

よりもレバーの方が高率に汚染されていることが確認

された。牛レバーの汚染は胆汁中の菌によると考えら

れることから，牛胆汁について菌検出を行った結果，

30検体中 6検体（20.0％）から C. jejuniが検出された。

1検体からは C. coliも同時に検出された。

直接塗抹法で算出した食肉中の菌量は，鶏肉で 1検

体が50cfu／gで，他の 5検体は検出限界以下であった。

鶏レバーは102／gオーダーのものが 7検体で全体の

70％を占め，食肉より内臓の方が汚染が高い値を示し

た。川森ら11）も，市販食肉から検出される菌数は g当

たり100以下であることを報告しており，食肉の菌汚

染程度は低いと思われた。しかし，胆汁中の菌量は多

く，胆汁中のカンピロバクターは 4℃保存で約 2週間
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図 3 保存温度別消長試験（B）

表 3 浸出液からのカンピロバクター検出

図 1 C.jejuni 分離株の血清型別（Penner）

図 2 保存温度別消長試験（A）

検体名 検体数
陽性検体数

検出率（％）
C.jejuni C.coli

ム ネ 肉 7 2 0 28.6

モ モ 肉 11 2 0 18.2

手 羽 肉 10 3 0 30.0

レ バ ー 4 2 0 50.0

計 32 9 0 28.1



ほどんど菌量変化がないとの報告もあり8），胆汁がカン

ピロバクターの汚染源となる可能性が強く示唆され，

と畜場での汚染拡大防止が重要であると思われた。

次に鶏肉からの簡易定性検査法として，食肉包装パ

ック内の浸出液あるいは浸出液が浸み込んだ敷紙から

の菌検出を試み，32検体中 9検体（28.1％）から菌を

検出した。今回，市販鶏肉の少量パックを検査対象と

して得られた結果であることから，本検査法は試料が

少ない，もしくは浸出液のみの検体からの菌検出法と

して有効であると思われた。

カンピロバクターの血清型別は，Penner型および

Lior型で分類されるが，Lior型別用抗血清は市販され

ておらず，本研究には市販のPenner型別試験用試薬で

分類した。鶏肉等から分離された69菌株は，44菌株が

16種類の型に分けられたが，25菌株はPenner型では分

類できなかった。血清型はB群，D群が最も多く，と

もに10菌株（14.5％）であった。血清型の違いによる

病原性の強さは明らかではないが，B，D群は食中毒

事例から高頻度に検出される血清型である。胆汁から

分離された菌株には B，D群は少なく B群が 2菌株の

みで，型不明が72.2％を占めた。通常，細菌性食中毒

の疫学調査では原因菌の血清型別は重要な指標となる

が，同一検体から複数の血清型菌株が検出されたり血

清型不明菌株が多数検出される場合のカンピロバクター

食中毒事例においては原因の特定は困難であると思わ

れた。さらに，今回のように牛胆汁の 1 検体からC.

jejuniとC. coliの 2種類のカンピロバクターが検出され

る例もあり，カンピロバクター食中毒事例での菌検出

と血清型別による原因究明は慎重にする必要があると

感じた。

カンピロバクターの治療の第一選択剤としてはエリ

スロマイシンやニューキノロン系薬剤が推奨されてい

る12）。しかし近年ニューキノロン系薬剤に対する耐性

菌の増加が問題となってきており，今回調査した検体

26菌株のうち 3菌株（11.5％）がLVFXに耐性を示し

た。しかも，検出した 2菌株は市販鶏肉由来であった

ことから，今後とも食肉からのカンピロバクター汚染

状況の把握と分離菌のキノロン系薬剤耐性について継

続した調査が重要と思われる。

カンピロバクターは少量菌量で感染が成立するとさ

れている 8 ）。カンピロバクターで汚染された食肉は消

費までの流通過程でいかに菌が消滅していくかを，食

肉に菌を添加して低温保存し実験的に調べた。その結

果，PBSに菌を添加した場合は，－20℃では 1日目で，

4℃では14日目で菌が検出されなかった。一方，豚レ

バー乳剤に菌を添加した場合は 4℃および－20℃でも

7日目までほとんど菌の減少は認められなかった。つ

まり，食肉中の菌は低温に管理されていても流通過程

や施設での保管中完全に死滅することなく生残し，食

中毒の感染源となる可能性が示唆された。カンピロバ

クターによる食中毒防止のためには，食肉の十分な加熱

調理とともに，調理器具や調理者の手指の消毒を行い

二次汚染防止を徹底することが必要であると思われる。
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